
公 示 第 １ ８ ４ 号

令和７年１月２０日

業 者 各 位

支出負担行為担当官

防衛装備庁長官官房会計官付

経理室長 木暮 聡

（公 印 省 略）

公 示

入札及び契約心得の一部を、別紙のとおり改正し、令和７年１月２０日より適用します

ので、お知らせします。ただし、別紙様式第３６及び別紙様式第４２の改正規定は、令和

７年４月１日から適用します。

添付書類：別紙



別紙

改 正 後 改 正 前

入札及び契約心得（地方調達） 入札及び契約心得（地方調達）

1.3 資料の提出又は提示 1.3 資料の提出又は提示

相手方は、防衛装備庁（地方調達）に資料 相手方は、防衛装備庁（地方調達）に資料

を提出又は提示する場合には、不真正な資 を提出又は提示する場合には、虚偽の資料

料を提出又は提示してはなりません。 を提出又は提示してはなりません。

［項を削る。］ 10.3.2 資料の提出又は提示について

契約の相手方は、契約担当官等に資料を提

出又は提示する場合には、虚偽の資料を提

出又は提示してはなりません。

10.3.2～10.3.3 ［略］ 10.3.3～10.3.4 ［同左］

別紙様式第１－１ 別紙様式第１－１

公告 公告

４ 参加資格 ４ 参加資格

①～② ［略］ ①～② ［同左］

③ 防衛省競争参加資格（全省庁統一資 ③ 防衛省競争参加資格（全省庁統一資

格）「○○○○○」の「○」、「○」 格）「○○○○○」の「○」、「○」

、「○」又は、「○」等級に格付され 、「○」又は、「○」等級に格付され

○○○○地域の競争参加資格を有する ○○○○地域の競争参加資格を有する

者。また、上記の等級にかかわらず、 者。

防衛省所管契約事務取扱細則第１８条

第４項各号のいずれかに該当する者で

あること。なお、要件に該当する者で

入札に参加しようとする者については

、○年○月○日(○)○○時○○分まで

に当該要件を証する書類等を提出する

こと。

④～⑥ ［略］ ④～⑥ ［同左］

別紙様式第１－２ 別紙様式第１－２

公告 公告

４ 参加資格 ４ 参加資格

①～② ［略］ ①～② ［同左］

③ 防衛省競争参加資格（全省庁統一資 ③ 防衛省競争参加資格（全省庁統一資



格）「○○○○○」の「○」、「○」 格）「○○○○○」の「○」、「○」

、「○」又は、「○」等級に格付され 、「○」又は、「○」等級に格付され

○○○○地域の競争参加資格を有する ○○○○地域の競争参加資格を有する

者。また、上記の等級にかかわらず、 者。

防衛省所管契約事務取扱細則第１８条

第４項各号のいずれかに該当する者で

あること。なお、要件に該当する者で

入札に参加しようとする者については

、○年○月○日(○)○○時○○分まで

に当該要件を証する書類等を提出する

こと。

④～⑥ ［略］ ④～⑥ ［同左］

別紙様式第３６ 別紙様式第３６

資料の信頼性確保及び制度調 資料の信頼性確保及び制度調

査の実施に関する特約条項 査の実施に関する特約条項

（不真正な資料の提出等に対する違約金 （虚偽の資料の提出等に対する違約金）

）

第２条 乙は、次の各号に掲げる場合は、 第２条 乙は、次の各号に掲げる場合は、

真正な資料を提出し、又は提示して、真 真正な資料を提出し、又は提示して、真

実を説明しなければならない。 実を説明しなければならない。

⑴ ［略］ ⑴ ［同左］

⑵ 防衛省（甲を含む。以下同じ。）が ⑵ 甲が行う経費率（加工費率、一般管

行う経費率（加工費率、一般管理及び 理及び販売費率、利子率、利益率その

販売費率、利子率、利益率その他の原 他の原価計算方式により予定価格を算

価計算方式により予定価格を算定する 定する上で必要となる率をいう。第８

上で必要となる率をいう。第８条にお 条において同じ。）の算定に際して、

いて同じ。）の算定に際して、資料を 資料を提出又は提示する場合

提出又は提示する場合

⑶ 甲が乙による契約の履行を監督し、 ［号を加える。］

又は検査するに際して、資料を提出又

は提示する場合

⑷ 防衛省が行う制度調査、原価監査そ ⑶ 甲が特約条項に基づいて行う原価監

の他の調査等に際して、資料を提出又 査等に際して、資料を提出又は提示す

は提示する場合 る場合

⑸ 乙が甲に対して当該契約に係る支払 ［号を加える。］

金額を請求するに際して、資料を提出

又は提示する場合



２ 乙は、原価監査付契約（契約の履行中 ２ 乙は、原価監査付契約（契約の履行中

又は履行後に甲が行う原価監査により当 又は履行後に甲が行う原価監査により当

該契約に係る支払代金又は乙から返納さ 該契約に係る支払代金又は乙から返納さ

れるべき超過利益を確定することを約定 れるべき超過利益を確定することを約定

する契約をいう。次項及び第８条第２項 する契約をいう。次項及び第８条第２項

において同じ。）のうち、超過利益返納 において同じ。）のうち、超過利益返納

条項付契約（契約の履行後に甲が行う原 条項付契約（契約の履行後に甲が行う原

価監査により当該契約に関して乙から返 価監査により当該契約に関して乙から返

納されるべき超過利益を確定することを 納されるべき超過利益を確定することを

約定する契約をいう。次項及び第７項に 約定する契約をいう。次項及び第７項に

おいて同じ。）について、前項各号のい おいて同じ。）について、前項各号のい

ずれかに掲げる場合において乙が不真正 ずれかに掲げる場合において乙が虚偽の

な資料を提出し、若しくは提示し、又は 資料を提出し、又は提示していたことを

不実の説明を行っていたことにより、本 、返納すべき超過利益の確定以降におい

契約で防衛省に損害が発生したことを、 て甲が基本契約条項第○○条に規定する

返納すべき超過利益の確定以降において 調査により確認したときは、甲が乙に支

甲が基本契約条項第○○条に規定する調 払った金額（既に返納された超過利益が

査により確認したときは、甲が乙に支払 あるときはこれを減じた金額）と乙が契

った金額（既に返納された超過利益があ 約の履行のために実際に支出し、又は負

るときはこれを減じた金額）と乙が契約 担した費用に適正な利益を加えた金額と

の履行のために実際に支出し、又は負担 の差額の２倍の金額を、違約金として甲

した費用に適正な利益を加えた金額との に支払うものとする。

差額の２倍の金額を、違約金として甲に

支払うものとする。

３ 乙は、超過利益返納条項付契約以外の ３ 乙は、超過利益返納条項付契約以外の

原価監査付契約について、第１項各号の 原価監査付契約について、第１項各号の

いずれかに掲げる場合において乙が不真 いずれかに掲げる場合において乙が虚偽

正な資料を提出し、若しくは提示し、又 の資料を提出し、又は提示していたこと

は不実の説明を行っていたことにより、 を、契約代金の最終の支払い以降におい

本契約で防衛省に損害が発生したことを て甲が基本契約条項第○○条に規定する

、契約代金の最終の支払い以降において 調査により確認したときは、甲が乙に支

甲が基本契約条項第○○条に規定する調 払った金額と乙が契約の履行のために実

査により確認したときは、甲が乙に支払 際に支出し、又は負担した費用に適正な

った金額と乙が契約の履行のために実際 利益を加えた金額との差額の２倍の金額

に支出し、又は負担した費用に適正な利 を、違約金として甲に支払うものとする

益を加えた金額との差額の２倍の金額を 。

、違約金として甲に支払うものとする。

４ 乙は、一般確定契約（原価監査を約定 ４ 乙は、一般確定契約（原価監査を約定

しない契約をいう。）について、第１項 しない契約をいう。）について、第１項

各号に掲げる場合において乙が不真正な 各号に掲げる場合において乙が虚偽の資



資料を提出し、若しくは提示し、又は不 料を提出し、又は提示していたことを、

実の説明を行っていたことにより、本契 契約代金の最終の支払い以降において甲

約で防衛省に損害が発生したことを、契 が基本契約条項第○○条に規定する調査

約代金の最終の支払い以降において甲が により確認したときは、甲が乙に支払っ

基本契約条項第○○条に規定する調査に た金額と乙が契約の履行のために実際に

より確認したときは、甲が乙に支払った 支出し、又は負担した費用に契約締結後

金額と乙が契約の履行のために実際に支 の乙の努力により低減した費用及び適正

出し、又は負担した費用に契約締結後の な利益を加えた金額との差額のうち当該

乙の努力により低減した費用及び適正な 虚偽の資料の提出又は提示に起因して契

利益を加えた金額との差額のうち当該不 約金額が増加したと認められる部分の２

真正な資料の提出若しくは提示又は不実 倍の金額を、違約金として甲に支払うも

の説明に起因して契約金額が増加したと のとする。

認められる部分の２倍の金額を、違約金

として甲に支払うものとする。

５ [略] ５ [同左]

⑴ 乙が、防衛省が実施を通知した次条 ⑴ 乙が、防衛省（甲を含む。以下同じ

に規定する制度調査を拒み、又は当該 。）が実施を通知した次条に規定する

制度調査の対象、方法、期間等を制限 制度調査を拒み、又は当該制度調査の

することを求めた場合であって、当該 対象、方法、期間等を制限することを

制度調査の実施を乙が拒んだ日、当該 求めた場合であって、当該制度調査の

制度調査が終了した日若しくは当該制 実施を乙が拒んだ日、当該制度調査が

度調査が中断した日から３年以内又は 終了した日若しくは当該制度調査が中

当該制度調査の期間中に不正行為が発 断した日から３年以内又は当該制度調

覚したとき ４倍の金額 査の期間中に不正行為が発覚したとき

４倍の金額

⑵・⑶ [同左] ⑵・⑶ [同左]

６ 第２項から前項までの規定にかかわら ６ 第２項から前項までの規定にかかわら

ず、第１項各号に掲げる場合において、 ず、乙が過失（重過失を除く。）により

乙が過失（重過失を除く。）により不真 不実の資料を提出し、又は提示したとき

正な資料を提出し、若しくは提示し、又 は、違約金の支払いを要さない。

は不実の説明を行ったときは、違約金の

支払いを要さない。

７ [略] ７ [同左]

別紙様式第４２ 別紙様式第４２

輸入品等に関する契約に係る 輸入品等に関する契約に係る

資料の信頼性確保及び輸入調 資料の信頼性確保及び輸入調

達調査の実施に関する特約条 達調査の実施に関する特約条

項 項



（不真正な資料の提出等に対する違約金 （虚偽の資料の提出等に対する違約金）

）

第５条 乙は、次の各号に掲げる場合は、 第５条 乙は、次の各号に掲げる場合は、

真正な資料を提出し、又は提示して、真 真正な資料を提出し、又は提示して、真

実を説明しなければならない。 実を説明しなければならない。

⑴ ［略］ ⑴ ［同左］

⑵ 防衛省（甲を含む。以下同じ。）が ⑵ 甲が行う手数料算定に際して、資料

が行う手数料算定に際して、資料を提 を提出又は提示する場合

出又は提示する場合

⑶ 甲が乙による契約の履行を監督し、 ［号を加える。］

又は検査するに際して、資料を提出又

は提示する場合

⑷ ［略］ ⑶ ［同左］

⑸ 乙が甲に対して当該契約に係る支払 ［号を加える。］

金額を請求するに際して、資料を提出

又は提示する場合

２ 乙は、前項各号のいずれかに該当する ２ 乙は、前項各号のいずれかに一に該当

場合において乙が不真正な資料を提出し する場合において乙が虚偽の資料を提出

、若しくは提示し、又は不実の説明を行 し、又は提示したことを、甲がこの契約

っていたことにより、本契約で防衛省に の履行後に前条に基づく問い合わせによ

損害が発生したことを、甲がこの契約の り又は契約代金の最終の支払以降におい

履行後に前条に基づく問い合わせにより て基本契約条項第○○条に規定する調査

又は契約代金の最終の支払以降において により確認したときは、甲が乙に支払っ

基本契約条項第○○条に規定する調査に た金額と乙が契約の履行のために実際に

より確認したときは、甲が乙に支払った 支出し、又は負担した費用に適正な利益

金額と乙が契約の履行のために実際に支 を加えた金額との差額の２倍の金額を、

出し、又は負担した費用に適正な利益を 違約金として甲に支払うものとする。

加えた金額との差額の２倍の金額を、違

約金として甲に支払うものとする。

３ [略] ３ [同左]

⑴ 乙が、防衛省が実施を通知した次条 ⑴ 乙が、防衛省（甲を含む。以下同じ

に規定する輸入調達調査を拒み、又は 。）が実施を通知した次条に規定する

当該輸入調達調査の対象、方法、期間 輸入調達調査を拒み、又は当該輸入調

等を制限することを求めた場合であっ 達調査の対象、方法、期間等を制限す

て、当該輸入調達調査の実施を乙が拒 ることを求めた場合であって、当該輸

んだ日、当該輸入調達調査が終了した 入調達調査の実施を乙が拒んだ日、当

日若しくは当該輸入調達調査が中断し 該輸入調達調査が終了した日若しくは

た日から３年以内又は当該輸入調達調 当該輸入調達調査が中断した日から３

査の期間中に不正行為が発覚したとき 年以内又は当該輸入調達調査の期間中



４倍の金額 に不正行為が発覚したとき ４倍の金

額

⑵・⑶ [略] ⑵・⑶ [同左]

４ 前２項の規定にかかわらず、第１項各 ４ 前２項の規定にかかわらず、乙が過失

号に掲げる場合において、乙が過失（重 （重過失を除く。）により不実の資料を

過失を除く。）により不真正な資料を提 提出し、又は提示したときは、違約金の

出し、若しくは提示し、又は不実の説明 支払いを要さない。

を行ったときは、違約金の支払いを要さ

ない。

５ [略] ５ [同左]

備考 表中の［ ］の記載は注記である。


